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Abstract 
Nuclear power generation with improved safety and reliability is a promising technological option for the 
achievement of a carbon-neutral society. In addition to the decarbonization of electric power systems, it is 
expected to contribute to the decarbonization of non-electric power fields such as carbon recycling. In this 
presentation, the author will give an overview of the energy situation surrounding nuclear energy and consider 
the role of nuclear power in achieving carbon neutrality in 2050 through numerical simulations of energy models.  
The study is implemented towards 2050 with an optimal technology selection model considering more than 300 
forecasted future technologies and the detailed temporal representation in the electric power sector for modelling 
variable renewable energy (VRE). The computational result of the modelling analysis reveals that new expansion 
and replacement of nuclear power generation could be an economically optimal option for the achievement of 
carbon neutrality toward 2050 in Japan. 
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１．はじめに 

エネルギー資源に乏しい日本にとって、エネルギー源

の確保は、一国の産業、社会活動、生活を維持するうえで、

極めて重要な国家的課題である。そして現在のエネルギ

ー確保は、気候変動問題への対応が国際的課題として必

須となり、極めて困難な課題となった。 

日本においては政府により、2050 年にカーボンニュー

トラルを目指す目標が、地球温暖化対策推進法の改正に

より法制化され、義務的目標となった。2016 年発効のパ

リ協定では、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べ

2℃以下とし、1.5℃まで抑制するため、今世紀中頃から後

半に世界の排出量をゼロとする目標が掲げられており、

世界の主要国をはじめ、取組強化が進んでいる。また最近

では2030年も、より野心的な数値目標を先進国が宣言し

ており、日本は 2030 年に 2013 年比で排出量を 46％削減

するとの厳しい目標が公表された。 

エネルギーの脱炭素化を進め、同時にエネルギーセキ

ュリティを確保するための特効薬となる技術は存在せず、

様々な技術の最大限の活用が必要となる。本発表では、エ

ネルギーモデルによる日本の2050年カーボンニュートラ

ルを実現しうるエネルギーベストミックス評価と、原子

力への示唆を考える。 

２．エネルギーモデルによる2050年の分析 

2.1 エネルギー技術選択モデル 

分析対象とするエネルギー技術選択モデルは、一次エ

ネルギー、システム内のエネルギーキャリア、それらを変

換、送配、消費するエネルギー技術やインフラにより構成

される(図 1)[1][2]．エネルギー技術、インフラ、エネルギ

ーキャリアの種類は 300 種類以上にのぼり、発電技術、

その他転換・送配技術(送電、石油製品輸送、都市ガス輸

送など)、エンドユース技術から構成される。 

エンドユース技術は、エネルギーキャリアを消費して 

 

 

Fig.1 Energy System Model 
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Fig.2 Carbon emission constraint 

 

最終消費部門へエネルギーサービスを提供する。例え

ば、乗用車としては、ガソリン車、ディーゼル車、次世代

車(HEV、EV、PHV、FCV)を想定している。分析対象を

2015 年から 2050 年とし、2050 年までの割引現在価値換

算後のシステム総コストを目的関数とし、サービス需要

を外生的に与え、技術等の制約条件のもとで最適化計算

(目的関数の最小化)を行うことにより、最適な技術への投

資、技術構成、CO2排出量などが算出される。モデルの特

徴として、日本を 4 地域に分割することで変動制再生可

能エネルギー(VRE)資源の地域偏在性や地域間連系線容

量制約も考慮可能としている。 

２．分析結果 

2.1 ケース設定 

原子力発電に関するシナリオとして、新増設・リプレー

ス評価シナリオ、原子炉60年運転シナリオ、原子炉40年

運転シナリオの 3 シナリオを想定した。新増設・リプレ

ース評価シナリオでは、原子炉 60年運転シナリオを原子

力設備量の下限値として、最大 50GW(日本の 2005 年値)

を上限値として新増設・リプレースが可能と仮定した。ま

た、いずれのシナリオにおいても2050年にCO2排出量ゼ

ロとするCO2排出制約を課して分析を実施した(図 2)。 

 

2.2 分析結果 

図 3 に各シナリオの 2050 年までの電源構成(発電量構

成)を示す。いずれの原子力シナリオにおいても 2050 年

には再エネ、原子力、CCS付火力、CO2フリー水素・アン

モニア発電による電力供給が行われ、電源ゼロエミッシ

ョン化が実現する。また、発電量自体が2050年にかけて

増加する。これは電力化の進展と電源のゼロエミッショ

ン化がエネルギーシステムのカーボンニュートラル実現

の上で経済合理的な選択となり、電力需要(発電量)が増加

するためである。特に運輸部門では電気自動車の普及拡 

 

Fig.3 Electricity Mix (power generation) 

 

Fig.4 Electricity demand in nuclear expansion scenario 

 

Fig.5 Total Cumulative Power System Cost up to 2050 

 

大により電力需要が急増し、産業部門でも電力化が進展

し、日本の電力需要は現状の約 1 兆 kWh から 2050 年に

1.6 兆 kWhまで増加する(図 4)。また電力化はエネルギー

システム全体に占める電力需要の比率が高まることを意

味するため、電力安定供給がこれまで以上に重要となる

ことを示唆する。 

また原子力発電に着目すると、新増設・リプレース評価

シナリオでは、モデル分析の結果、2050 年までに原子力

発電の 26GW 新増設が選択されることから、原子力新増
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設はカーボンニュートラル実現に貢献しうる経済合理的

オプションであると言える。 

 また図 5 に 2015 年から 2050 年までの電力システム総

コスト(累計)を示す。原子力依存度低減により、電力シス

テム総コストが上昇することが分かり、原子炉40年運転

シナリオの電力システム総コスト(累計)は、新増設・リプ

レース評価シナリオに比べ、約 2 割(約 40 兆円)上昇する

ことから、原子力新増設はカーボンニュートラル実現に

向けた電力システムコスト上昇抑制に貢献することが分

かる。電力供給は、送配電網などの電力システム全体とし

て理解することが重要であり、発電、送配電から消費まで

を含めたシステムとして理解する必要がある。発電コス

トで競争力のある再エネが大量に導入されても、送配電

網や蓄電池などへの投資が必要になり、その結果、電気料

金が高騰するリスクがあることを認識する必要がある。

安価な太陽光発電を大量に導入しても、電気料金が低下

するとは限らず、電気料金は発電コストに加え、送配電網

や電力需給調整技術も合わせたシステム全体のコストの

影響を受ける。再エネを拡大するドイツやカリフォルニ

ア等の地域の電気料金は上昇しており、システム全体で

のコスト評価の視点が重要となる。 

 また図6に関東圏の2050年4月での1週間の電力需給

運用を示す(図 6上がCO2制約を課さない参考ケース、図

6 下が CO2排出ゼロ制約を課したケース)。電力システム

に、太陽光発電や風力発電が電源構成に大量導入される

場合、時々刻々と変化するそれらの出力変動の下で、最適

な経済性を実現する電源構成が選択される。カーボンニ

ュートラル制約により2050年に太陽光発電が大量導入さ

れる場合、特に昼間の太陽光の急激な増加と、夕方にかけ

ての急な減少といった出力変動に対して、蓄電池、熱貯蔵

システム、揚水発電、CCS付LNG複合火力や水素・アン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニア発電等の負荷追従運転，太陽光・風力の出力抑制に

よる負荷調整機能が働き、システム全体として様々な出

力変動対応技術が機能することが分かる。また原子力発

電は、昼夜を問わず、一定出力でベースロード電力を電力

システムへ安定的に供給する役割を担い、エネルギーシ

ステムの電力化が進む中で、重要な役割を担う。 

３．考察 

 モデル分析の結果、2050年カーボンニュートラル実現

には、原子力発電の新増設・リプレースが経済合理的な

オプションになりうることが示された。ただし現実に

は、日本の場合、電力システム改革により電力自由化が

進んだことで、原子力発電新増設への投資が円滑に進む

市場環境となっているかは定かではない。電力システム

改革により、電源はその価値に応じて、容量市場、需給

調整市場、非化石価値取引市場、ベースロード市場等か

ら収益を得られる環境が整備されたが、いずれの市場も

競争原理により管理運営されるため、収益の見通しは必

ずしも高くはない。電力自由化による電源の投資回収の

予見性の低下、すなわち、電源の事業収益の不確実性が

高まったため、電源への投資は自由化以前の投資回収が

確実に可能であった総括原価規制の時に比べて、その事

業性が見通しにくい環境になったと言える。特に原子力

発電の場合、その新増設には火力や再エネに比べて巨額

のファイナンスが必要になるため、電力自由化との親和

性が低い。そのため、カーボンニュートラル実現に貢献

しうる原子力発電等の投資回収の予見性を高める市場制

度の整備が必要であると考えられる。 

モデル分析の結果の通り、カーボンニュートラル実現

に向けて、原子力の必要性が高まる可能性の一方、新増設

が今後なければ、原子炉等規制法に定められた運転年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6 Power Supply & Demand Balance in April 2050 (Kanto region, hourly) 
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Fig.7 Nuclear power generation capacity to 2100[3] 

 

 
Fig.8 Outlook of world nuclear power generation[4] 

 

 (最大60年)を終えた原子炉が順次廃止され、長期的に日

本の原子力発電は減少する(図 7)[3]。原子炉を全て 60 年

運転したとしても2040年代以降、大幅に減少し、今世紀

末にはゼロとなる。原子力の新増設がなければ、地球環境

問題に加え、エネルギーセキュリティへの対応も困難に

なると考えられる。現在でも、国内の原子力発電は再稼働

が進まず、また、老朽化や電力自由化による電気事業の不

確実性等により廃止措置を選択する原子炉が増加した。 

  また、IPCC の評価(図 8)[4]では、世界の平均気温上昇

を産業革命以前に比べ1.5℃まで抑制するには、世界の原

子力発電量を 2050 年までに 2010 年比で 2 倍～6 倍まで

拡大する必要があると報告されており、原子力はカーボ

ンニュートラル実現に必要な技術であると考えられる。

他方、世界の原子力発電量は2012年以降、増加している

が、IPCC 報告書で示された 1.5℃目標達成に必要となる

原子力発電量の増加テンポからは乖離している。そのた

め、原子力発電の維持増強に資する市場制度の整備が必

要であると考えられる。 

４．まとめ 

 本稿のモデル分析では、日本の2050年カーボンニュー

トラル実現には原子力新増設・リプレースが経済合理的

な技術オプションになるとの示唆を得た。原子力の維持

増強を進めるためには、原子力の継続的な安全性や信頼

性の確保、経済性向上への取り組み、再生可能エネルギー

との共存など自助努力に加え、原子力発電への投資環境

の整備や原子力の環境価値の評価など、共助、公助の観点

から見た総合的な取組が必要であると考えられる。 
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